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(57)【要約】
【課題】　表面が湾曲形状を有する圧電振動子を有した
超音波探触子において、圧電振動子表面の湾曲形状の寸
法精度を高めることで、アレイ間の超音波ビーム形状や
焦点位置のばらつきが小さく、部品コストも低くて、か
つ、容易に製造することのできる超音波探触子、および
その製造方法を提供すること。
【解決手段】　シート状の第１のフレキシブルケーブル
１２と、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝１８が形成
された圧電振動子１１と、シート状の第２のフレキシブ
ルケーブル１３と、一層以上の音響整合層１４、１５と
が順次積層された積層体３が、一方向に所定の曲率を有
する曲面である背面負荷材２の上面に固着された超音波
探触子１であって、前記背面負荷材２の前記上面の曲面
が、前記積層体３が載置された状態で前記所定の曲率の
曲面に形成されたものである。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　シート状の第１のフレキシブルケーブルと、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝が形成
された圧電振動子と、シート状の第２のフレキシブルケーブルと、一層以上の音響整合層
とが順次積層された積層体が、
　一方向に所定の曲率を有する曲面である、背面負荷材の上面に固着された超音波探触子
であって、
　前記背面負荷材の前記上面が、前記積層体が載置された状態で前記所定の曲率の曲面に
形成されたものであることを特徴とする超音波探触子。
【請求項２】
　前記背面負荷材が熱可塑性を有する材料である請求項１に記載の超音波探触子。
【請求項３】
　前記背面負荷材がフェライトゴムである請求項１に記載の超音波探触子。
【請求項４】
　前記圧電振動子と前記第１のフレキシブルケーブルとが、前記圧電振動子の裏面に形成
された第１の電極層によって接続され、
　前記圧電振動子と前記第２のフレキシブルケーブルとが、前記圧電振動子の表面に形成
された第２の電極層によって接続されていて、
　前記圧電振動子の前記表面および前記裏面の少なくともいずれか一方の面に、前記第１
の電極層または前記第２の電極層が形成されていない無効領域を有する請求項１から３の
いずれか１項に記載の超音波探触子。
【請求項５】
　シート状の第１のフレキシブルケーブルと、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝が形成
された圧電振動子と、シート状の第２のフレキシブルケーブルと、一層以上の音響整合層
とが順次積層された積層体を形成する積層工程と、
　一方向に所定の曲率を有する曲面である、背面負荷材の上面に前記積層体を載置し、前
記積層体の上方より、所定形状の押圧面を有する加圧板により圧力を加えて、前記積層体
と前記背面負荷材の前記上面とを、前記加圧板の前記所定形状に倣った形状とする変形工
程と、
　前記変形工程での形状を維持したまま前記圧電振動子の前記切り欠き溝内に充填された
接着剤を硬化させるとともに、前記積層体と前記背面負荷材とを接着固定する接着工程と
を有することを特徴とする超音波探触子の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波を被検者の体内に放射し、体内組織などの境界で反射する超音波から
、体内の画像を表示することのできる超音波診断装置に接続される超音波探触子、および
、その製造方法に関するものであり、特に超音波ビームのフォーカス精度を向上させた超
音波探触子およびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　被検体である生体に対して超音波の送受信を行い、生体の観察を行う超音波診断装置が
普及している。超音波診断装置において、接続された超音波探触子によって超音波ビーム
の送受信を行う場合には、超音波ビームをフォーカスすることが必要となる。
【０００３】
　超音波ビームのフォーカスには、超音波探触子に設けられた超音波を発生する圧電振動
子を構成する振動素子の配列方向のフォーカスと、振動素子の配列方向と直行する超音波
ビームの照射方向におけるフォーカスの２種類がある。このうち、振動素子の配列方向の
フォーカスは、送信時では、各振動子に印加する送信波を遅延させることにより、また、
受信時では、各振動子の受信波を遅延させることにより行う、電子フォーカスが用いられ
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ている。一方、振動素子の配列方向と直交する方向の超音波ビームのフォーカスは、振動
素子の前方に設けたシリコーンゴム製の音響レンズを用いて行われてきたが、シリコーン
ゴムの音響レンズでは、温度依存性によるフォーカス位置のばらつきや高周波における減
衰などの問題があった。このため、音響レンズを使用するフォーカスの代わりに、圧電振
動子の表面を所定の曲率を持った凹面形状とする方法が提案されていた。
【０００４】
　図１０は、このような、圧電振動子の表面を所定の曲率を持った凹面形状とする従来の
超音波探触子の製造方法を示す図である。なお、図１０では、超音波探触子の側面方向か
ら見た状態を示している。
【０００５】
　図１０に示すように、従来の超音波探触子５０の製造方法は、圧電振動子５３の表面が
形成する所定の凹曲面に対応する凹曲面形状の上面を有する硬質の背面負荷材５１の上に
、第１フレキシブルケーブル５４、圧電振動子５３、第２フレキシブルケーブル５５、第
１音響整合層５６、第２音響整合層５７が順次積層配置された積層体５２を載置した状態
で、上方より加圧板５８によって所定圧力を加えることで、背面負荷材５１と積層体５２
との成型固着を行うものであった。
【０００６】
　加圧板５８の下面（押圧面）は、背面負荷材５１の上面の形状に対応した、一方向に湾
曲した曲面形状を有する略蒲鉾型の形状となっていて、所定の均一な圧力で積層体５２の
上方から積層体５２を押下する。この結果、積層体５２は背面負荷材５１の上面形状と加
圧板５８の下面形状に従って湾曲すると共に、相互の部材が密着される。また、加圧板５
８が積層体５２を押下した状態で、各部材間にあらかじめ介在させておいた図示しない接
着剤の硬化が行われる。
【０００７】
　このような従来の超音波探触子５０では、背面負荷材５１として、例えばエポキシ樹脂
を主体にタングステン等の金属を混入させて成る硬質材料で形成されていた。また、圧電
振動子５３は、配列方向と直交する方向に図示しない複数の切欠き溝が形成され、加圧板
５８により外力を加えることによって、湾曲させることができる。
【０００８】
　従来の超音波探触子では、このように、あらかじめ設定された背面負荷材５１の上面の
曲面形状に応じて積層体５２を湾曲させることによって、圧電振動子５３で送受信される
超音波ビームを集束させることが可能になり、音響レンズを用いることなく超音波ビーム
のフォーカスを行うことができる（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平１１－３１７９９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、上記従来の超音波探触子の製造方法では、積層体５２を、硬質の背面負
荷材５１の上面と加圧板５８の下面とで所定の圧力を加えながら挟むことで、所定の形状
に湾曲させると同時に相互の部材を密着させるものであるため、加圧板５８の下面（押圧
面）の凸形状と背面負荷材５１の上面の凹面形状とが高い精度で対応していることが必要
となる。
【００１１】
　すなわち、図１１（ａ）に示すように、背面負荷材５１の上面の凹曲面の曲率をＲ４、
積層体５２の厚さをｔ、加圧板５８の押圧面の凸形状の曲率をＲ５としたとき、Ｒ５＝Ｒ
４－ｔの関係を満たすことが必要となる。なお、図１１（ａ）および後述する図１１（ｂ
）では、図の煩雑化を避けるためハッチングを省略している。
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【００１２】
　しかし、例えばＲ５＜Ｒ４－ｔの場合には、背面負荷材５１の上面凹曲面の中心軸６０
の近傍から、図１１（ａ）中の左右方向の端部にいくにつれて、背面負荷材５１の上面と
積層体５２との間の隙間が大きくなる。このため、背面負荷材５１の周辺部分では加圧板
による押圧力Ｄが充分に伝わらずに接着剤層の厚さが厚くなって、電気的な接続不良が生
じたり、積層体５２の圧電振動子５３の表面（超音波ビーム放射方向側の面）が正しい曲
率を保てずに、超音波ビームのフォーカス特性が低下したりする原因となる。逆にＲ５＞
Ｒ４－ｔの場合には、背面負荷材５１と積層体５２との間隔が、背面負荷材５１の中心軸
６０の近傍で広くなり、図１１（ａ）中の左右方向の端部近傍で間隔が狭くなるため、や
はり電気的接続不良やフォーカス性能の低下が生じ、さらには、加圧板５８の押圧力Ｄに
よって圧電振動子５３が破損してしまうこともある。
【００１３】
　また、上記従来の超音波探触子の製造方法では、積層体５２の押圧時に、加圧板５８と
背面負荷材５１との中心軸を正確に一致させることも必要となる。
【００１４】
　図１１（ｂ）に示すように、背面負荷材５１の上面凹面形状の中心軸６０と加圧板５８
の下面（押圧面）凸形状の中心軸６０ｂが、ｘ２だけ図中右側にずれた状態で所定圧力Ｄ
を積層体５２の上方から積層体５２に加えると、図中左側の積層体５２の端部近傍の押圧
力が、中心軸６０ｂ近傍の押圧力Ｄよりも小さくなる。この結果、背面負荷材５１と積層
体５２との間の部分６１や、積層体５２を構成する各部材間、例えば図１１（ｂ）では、
第１音響整合層５６と第２音響整合層５７との間の部分６２に、接着剤層の厚い部分が生
じる。そして、この場合にも、電気的接続不良やフォーカス特性の低下、さらには、圧電
振動子５３の破損などが生じることとなる。
【００１５】
　したがって、従来の超音波探触子の製造方法では、製造された超音波探触子５０の電気
的性能、超音波ビームのフォーカス特性が不十分であったり、背面負荷材５１の上面曲面
形状や、押圧板５８の凸面形状、また、押圧板５８での積層体５２の押圧固着工程での各
部材相互間の位置管理に対して高い精度が要求され、背面負荷材５１などの部品コスト、
超音波探触子の製造コストが上がったりするという問題があった。
【００１６】
　本発明は、上記従来の問題を解決するためになされたもので、その表面が湾曲形状を有
する圧電振動子を有した超音波探触子において、圧電振動子表面の湾曲形状の寸法精度を
高めることで、アレイ間の超音波ビーム形状や焦点位置のばらつきが小さく、部品コスト
も低くて、かつ、容易に製造することのできる超音波探触子、およびその製造方法を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　上記課題を解決するために、本発明の超音波探触子は、シート状の第１のフレキシブル
ケーブルと、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝が形成された圧電振動子と、シート状の
第２のフレキシブルケーブルと、一層以上の音響整合層とが順次積層された積層体が、一
方向に所定の曲率を有する曲面である、背面負荷材の上面に固着された超音波探触子であ
って、前記背面負荷材の前記上面の曲面が、前記積層体が載置された状態で前記所定の曲
率の曲面に形成されたものであることを特徴とする。
【００１８】
　また、本発明の超音波探触子の製造方法は、シート状の第１のフレキシブルケーブルと
、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝が形成された圧電振動子と、シート状の第２のフレ
キシブルケーブルと、一層以上の音響整合層とが順次積層された積層体を形成する積層工
程と、一方向に所定の曲率を有する曲面である、背面負荷材の上面に前記積層体を載置し
、前記積層体の上方より、所定形状の押圧面を有する加圧板により圧力を加えて、前記積
層体と前記背面負荷材の前記上面とを、前記加圧板の前記所定形状に倣った形状とする変
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形工程と、前記変形工程の形状を維持したまま前記圧電振動子の前記切り欠き溝内に充填
された接着剤を硬化させるとともに、前記積層体と前記背面負荷材とを接着固定する接着
工程とを有することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明の超音波探触子は、背面負荷材の上面の曲面が、積層体が載置された状態で所定
の曲率の曲面に形成されたものであるため、圧電振動子の湾曲形状の寸法精度を高めるこ
とができて、アレイ間の超音波ビーム形状や焦点位置のばらつきが小さくなる。また、背
面負荷材や製造装置に要求される寸法精度が低くなるため、部品コストや製造コストを低
減することができる。
【００２０】
　また、本発明の超音波探触子の製造方法は、積層体と背面負荷材の上面とを、加圧板の
所定形状に倣った形状とする変形工程と、変形工程での形状を維持したまま圧電振動子の
切り欠き溝内に充填された接着剤を硬化させるとともに、積層体と背面負荷材とを接着固
定する接着工程とを有しているため、アレイ間の超音波ビーム形状や焦点位置のばらつき
が小さい超音波探触子を、低コストで製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の第１の実施の形態にかかる超音波探触子の構成を示す概略断面図である
。
【図２】本発明の第１の実施の形態にかかる超音波探触子の第１の作用効果を説明する図
である。
【図３】本発明の第１の実施の形態にかかる超音波探触子の第２の作用効果を説明する図
である。
【図４】本発明の第３の実施の形態にかかる超音波探触子の構成を示す概略断面図である
。
【図５】本発明の第３の実施の形態にかかる超音波探触子の比較例の構成を示す概略断面
図である。
【図６】本発明の第３の実施の形態にかかる超音波探触子の、最表面の音響整合層の表面
形状を示す図である。
【図７】本発明の超音波探触子の製造方法の前半の工程を示す図である。
【図８】本発明の超音波探触子の製造方法の後半の工程を示す図である。
【図９】本発明の超音波探触子の製造方法の完成状態を示す斜視図である。
【図１０】従来の超音波探触子の製造方法を示す構成概念図である。
【図１１】従来の超音波探触子の課題を示す概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の超音波探触子は、シート状の第１のフレキシブルケーブルと、厚さ方向に平行
な複数の切り欠き溝が形成された圧電振動子と、シート状の第２のフレキシブルケーブル
と、一層以上の音響整合層とが順次積層された積層体が、一方向に所定の曲率を有する曲
面である、背面負荷材の上面に固着された超音波探触子であって、前記背面負荷材の前記
上面が、前記積層体が載置された状態で前記所定の曲率の曲面に形成されたものである。
【００２３】
　このようにすることで、あらかじめ形成されていた背面負荷材の上面（圧電素子側の面
）の曲面の曲率の精度が低い場合であっても、圧電振動子の表面の曲率を容易に所望の曲
率とすることができるので、超音波ビームのフォーカス性能の優れた超音波探触子を実現
することができる。また、背面負荷材と積層体の湾曲形状を容易に揃えることができるの
で、接続不良などの電気的特性の低下を抑えた超音波探触子を低コストで得ることができ
る。
【００２４】
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　本発明の超音波探触子において、前記背面負荷材が熱可塑性を有する材料であることが
好ましい。このようにすることで、背面負荷材を加熱して所定の形状に容易に変形させる
ことができるため、圧電振動子の表面（超音波ビーム放射方向側の面）の曲率を正確に規
定することができる。
【００２５】
　また、前記背面負荷材がフェライトゴムであることが好ましい。柔らかなフェライトゴ
ムの背面負荷材は、所定の形状に容易に変形させることができるため、圧電振動子の表面
の曲率を正確に規定することができる。
【００２６】
　さらに、前記圧電振動子と前記第１のフレキシブルケーブルとが、前記圧電振動子の裏
面に形成された第１の電極層によって接続され、前記圧電振動子と前記第２のフレキシブ
ルケーブルとが、前記圧電振動子の表面に形成された第２の電極層によって接続されてい
て、前記圧電振動素子の前記表面および前記裏面の少なくともいずれか一方の面に、前記
第１の電極層または前記第２の電極層が形成されていない無効領域を有することが好まし
い。
【００２７】
　このようにすることで、背面負荷材の上面の形状が変形しても、圧電振動子の有効開口
領域において、圧電振動子の表面の曲率を精度よく維持することができる。
【００２８】
　また、本発明の超音波探触子の製造方法は、シート状の第１のフレキシブルケーブルと
、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝が形成された圧電振動子と、シート状の第２のフレ
キシブルケーブルと、一層以上の音響整合層とが順次積層された積層体を形成する積層工
程と、一方向に所定の曲率を有する曲面である、背面負荷材の上面に前記積層体を載置し
、前記積層体の上方より、所定形状の押圧面を有する加圧板により圧力を加えて、前記積
層体と前記背面負荷材の前記上面とを、前記加圧板の前記所定形状に倣った形状とする変
形工程と、前記変形工程での形状を維持したまま前記圧電振動子の前記切り欠き溝内に充
填された接着剤を硬化させるとともに、前記積層体と前記背面負荷材とを接着固定する接
着工程とを有する。
【００２９】
　このようにすることで、積層体の湾曲形状を容易に加圧板の押圧面形状に倣った形状と
することができ、また、背面負荷材の上面の形状も積層体の湾曲形状に倣った形状にする
ことができる。このため、圧電振動子の表面の曲率を所望のものとすることができ、積層
体を構成する各部材同士や積層体と背面負荷材との接着を、それぞれの部材が密着した状
態で行うことができるので、接続不良などの電気的特性の低下や、圧電振動子の破損など
が生じない超音波探触子の製造方法を提供することができる。このため、超音波ビームの
フォーカス特性や電気的特性の優れた超音波探触子を、安価に製造することができる。
【００３０】
　以下、本発明にかかる超音波探触子、およびその製造方法について、図面を参照しなが
ら説明する。
【００３１】
　（実施の形態１）
　まず、第１の実施形態として、本発明にかかる超音波探触子について説明する。
【００３２】
　図１は、本実施形態にかかる超音波探触子１の短軸方向、すなわち、その上面に形成さ
れている所定の曲率の湾曲方向を見た概略断面図である。
【００３３】
　本実施形態の超音波探触子１は、凹曲面形状の上面を有する背面負荷材２の上に、積層
体３が積層され、接着剤で固着一体化されている。積層体３は、シート状の第１のフレキ
シブルケーブル１２、圧電振動子１１、第２のフレキシブルケーブル１３、音響整合層で
ある第１の整合層１４、第２の整合層１５が順次積層され、それぞれの部材間に配置され
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た熱硬化タイプの接着剤（図示せず）によって、一体となっている。
【００３４】
　背面負荷材２は、一定の温度（熔融温度）以上となると柔らかくなり、外力を加えて形
状を変化させた後常温に戻すと所定の硬度を有するようになる熱可塑性の材料で形成され
ている。このような熱可塑性の材料としては、１００℃以下で変形が可能な（例えばガラ
ス転移温度が１００℃以下である）エポキシ、ウレタンゴム、アクリル樹脂等にマイクロ
バルーン等を混入した材料、ガラス繊維製の布（クロス）を重ねたものに前記エポキシ、
ウレタンゴム、アクリル樹脂等の熱可塑性樹脂を含浸させた材料、またはポリスチレンに
発泡剤を用いて成型する発泡スチロールに前記エポキシ、ウレタンゴム、アクリル樹脂等
の熱可塑性樹脂を含浸した材料などを用いることができる。なお、分極処理された圧電振
動子を１００℃以上の高温環境下におくと圧電性が失われるため、１００℃以下で変形が
可能な熱可塑性の材料を使用することが望ましい。
【００３５】
　図１に示すように、背面負荷材２の上面は、その短軸方向である、圧電振動子１１で送
受信される超音波ビームの走査方向に直交する方向、図１での左右方向への凹曲面となっ
ている。この凹曲面は、積層体３がその上面に載置された状態で所定の曲率、例えば、そ
の曲率半径が照射される超音波ビームの焦点距離とほぼ等しくなるような曲率の面として
形成されたものである。この凹曲面の好ましい曲率は、断層画像検査を行う対象臓器に適
した超音波探触子の種類によって異なる。例えば、主として腹部および産婦人科の断層画
像検査（臓器の描出、病変の位置の決定）などを目的として設計された超音波探触子にお
いては、超音波ビームの焦点距離は一般的に５０ｍｍ程度であり、凹曲面の曲率半径は約
５０ｍｍとなる。
【００３６】
　より具体的には、本実施形態の超音波探触子１の背面負荷材２上面の曲面形状は、背面
負荷材２の上面に積層体３が載置された状態で、上方から所定の曲率である凸形状の押圧
面を有する図示しない加圧板によって圧力を加え、積層体３とともに所定の曲率である凹
形状に押圧変形させ、相互の部材が密着した状態で各部材間に介在する接着剤の加熱硬化
を行って形成されたものである。このため、後述するように、背面負荷材２単体の状態で
形成されている上面の曲面は、高い寸法精度の曲率を有している必要が無く、背面負荷材
２自体を安価に製作することができる。
【００３７】
　この背面負荷材２は、圧電振動子１１の裏面側（超音波ビーム発射方向とは反対側、図
１における下側）で、圧電振動子１１からの超音波振動の機械的なダンピングを行い、周
波数帯域を広くする機能を有している。
【００３８】
　背面負荷材２上面の凹曲面上には、図示しない熱硬化型接着剤を介して、積層体３を構
成するシート状のフレキシブル配線基板からなる、第１のフレキシブルケーブル１２が配
置されている。第１のフレキシブルケーブル１２は、ポリイミドなどの高分子フィルム製
のベース部１２ｂと、このベース部１２ｂ上の圧電振動子１１側に、圧電振動子１１に対
応するように形成された、例えば銅層からなる電極パターン１２ａとで構成されている。
また、第１のフレキシブルケーブル１２の両端部は、圧電振動子１１との積層部分より図
１の左右方向に延出し、背面負荷材２の側面に沿って、図１中の下側に引き出されている
。そして、延出部分の両先端部は、図示しない信号用電気端子に電気的に接続される。な
お、電極パターン１２ａの銅層表面には、蒸着、めっき、スパッタリング等により、金ま
たはニッケル層等を形成し、酸化防止処理を行うことが望ましい。
【００３９】
　圧電振動子１１は、ＰＺＴ系などの圧電セラミックス、単結晶、および、ＰＶＤＦ等の
高分子等を用いた圧電素子である。圧電振動子１１の表面、すなわち第２のフレキシブル
ケーブル１３に面した面と、裏面、すなわち第１のフレキシブルケーブル１２に面した面
には、ともに電極が形成されていて、第１のフレキシブルケーブル１２、第２のフレキシ
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ブルケーブル１３と接続可能となっている。本実施形態の圧電振動子１１では、第１のフ
レキシブルケーブル１２と接続される裏面側に、第１の電極層としての正電極層１６が、
第２のフレキシブルケーブル１３と接続される表面側に、第２の電極層としての接地電極
層１７が、それぞれ形成されている。これらの、正電極層１６や接地電極層１７は、例え
ば、高周波化に有効な厚さ１０００Å程度の金スパッタ電極層などとして形成することが
できる。また、正電極層１６と接地電極層１７とを入れ替えて、第１の電極層を接地電極
層、第２の電極層を正電極層とすることもできる。
【００４０】
　本実施形態の超音波探触子１の圧電振動子１１は、その厚さ方向に平行、すなわち、表
面および裏面とは垂直な方向に、複数の切り欠き溝１８が形成されているため、主面であ
る表面の側から外力を加えることによって、湾曲させることができる。また、切り欠き溝
１８内部に、あらかじめ熱硬化型の接着剤１９を充填しておき、圧電振動子１１が湾曲し
た状態でこれを加熱硬化することによって、圧電振動子１１と後述する第２のフレキシブ
ルケーブル１３とを接着すると同時に、圧電振動子１１の所定の曲面形状を保った状態で
その強度を確保することができる。
【００４１】
　圧電振動子１１の表面側の接地電極層１７の上には、図示しない熱硬化型接着剤を介し
て、第２のフレキシブルケーブル１３が積層されている。第２のフレキシブルケーブル１
３は、第１のフレキシブルケーブル１２と同様に、ポリイミド製のベース部１３ｂと、こ
のベース部１３ｂの圧電振動子１１側に、圧電振動子１１に対応するように形成された、
例えば銅層からなる電極パターン１３ａとで構成されている。また、この第２のフレキシ
ブルケーブル１３の両端部も、第１のフレキシブルケーブル１２の両端部と同様に、圧電
振動子１１との積層部分より図１における左右方向に延出し、背面負荷材２の側面に沿っ
て、図１中下側に引き出され、図示しない信号用電気端子に電気的に接続される。なお、
電極パターン１３ａの銅層表面に、酸化防止処理を行うことが望ましいことも第１のフレ
キシブルケーブル１２と同じである。
【００４２】
　本実施形態の場合は、第１のフレキシブルケーブル１２がシグナルリード薄板として機
能し、第２のフレキシブルケーブル１３がグランドリード薄板として機能して、圧電振動
子１１に所定の駆動電圧を印加すると共に、生体で反射した超音波ビームに基づく信号を
図示しない超音波診断装置に送出している。
【００４３】
　第２のフレキシブルケーブル１３の上面には、厚さが超音波ビームの波長のλ／４（一
例として、腹部および産婦人科の断層画像検査などを目的として設計された中心周波数３
ＭＨｚの超音波探触子においては、０．２５ｍｍ）に相当するグラファイト（黒鉛）シー
トからなる音響整合層としての第１の整合層１４と、第２の整合層６が配置され、前記圧
電振動子１等の音響インピーダンスと、被検体である生体の音響インピーダンスとの整合
を行うことによって、超音波の伝達性の向上を図っている。
【００４４】
　なお、本実施形態では、第１の整合層１４と第２の整合層１５との二層の音響整合層を
有する超音波探触子１を説明しているが、音響整合層の層数（枚数）は一層以上であれば
特に限定はなく、超音波を発生する圧電振動子１１と被検体である生体との音響インピー
ダンスをとることができる構成であればよい。また、第１の整合層１４と第２の整合層１
５とを、いずれも第２のフレキシブルケーブル１３の上に積層した構成の積層体３を示し
たが、第１の整合層を例えばグラファイトなどの導体とし、圧電振動子１と第２のフレキ
シブルケーブル１２との間に、第１の整合層を設ける構成とすることもできる。
【００４５】
　上記のように、本実施形態の超音波探触子１の積層体３は、背面負荷材２上面に載置さ
れた状態で、所定の曲率である凸形状の押圧面を有する、図１では図示しない加圧板によ
って圧力を加えられ、背面負荷材の２の上面と同様に所定の曲率を有する凹面形状に押圧
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変形させられたものである。このため、本実施形態の超音波探触子１の圧電振動子１１の
表面は、超音波ビームを高い精度でフォーカスすることができる曲面形状を有している。
【００４６】
　ここで、以上のように構成された超音波探触子１の動作を説明する。
【００４７】
　図示しない超音波診断装置本体の送信部から送信された複数の電気信号は、図示しない
ケーブルを経て、第１のフレキシブルケーブル１２を介して、複数の圧電振動素子がアレ
イ状に配列された圧電振動子１１に印加される。圧電振動子１１は、加えられた電気信号
に対応して、機械振動である超音波を励起（送波）する。励起された超音波は、第１の整
合層１４および、第２の整合層１５によって生体との音響的な整合が図られると共に、圧
電振動子１１の表面を、曲率を持った凹面形状とすることにより、収束されて生体内へ送
波される。また、圧電振動子１１は、圧電効果により、生体より戻って来た超音波に対応
して電気信号を発生（受波）する。受信された超音波信号は、電気信号に変換された後、
第２のフレキシブルケーブル１３を経て、図示しないケーブルを介して、超音波診断装置
本体の受信部に送信される。
【００４８】
　受信部で受信した信号を処理し、超音波診断装置本体の表示部に受信信号の画像を表示
することにより、患者の体内の画像をモニター上で確認できる。これらの動作は従来の超
音波探触子と同様のものであるが、本実施形態にかかる超音波探触子１は、上記の本体の
送信、受信方式に限定されるものではなく、様々な他の送受信方法の超音波診断装置の探
触子として使用することができる。
【００４９】
　次に、図２および図３を用いて、本実施形態の超音波探触子１が、圧電振動子１１表面
の湾曲形状の寸法精度が高く、アレイ間の超音波ビーム形状や焦点位置のばらつきが小さ
いこと、また、部品コストが低くて、かつ、容易に製造することのできるものであること
について説明する。
【００５０】
　図２（ａ）、図２（ｂ）は、本実施形態の超音波探触子１の製造状態の様子を示す概略
断面構成図であり、従来の超音波探触子５１における課題を説明した図１０（ａ）に相当
する図面である。なお、図１０と同様、図２でも部材のハッチングは省略している。また
、超音波振動子１１の形状はその外形のみを示している。
【００５１】
　本実施形態の超音波探触子１では、背面負荷材２が熱可塑性の材料で構成されているた
め、背面負荷材２の上に積層体３を載置し、背面負荷材２と積層体３とを熱硬化型接着剤
で接着固定する際に、加圧板２１によって積層体３の表面を所定の曲率の曲面とすると同
時に、背面負荷材２上面の凹曲面の曲率も所望のものとすることができる。
【００５２】
　すなわち、図２（ａ）に示すように、背面負荷材２の上面の曲面Ｒ１が、加圧板２１の
凸曲面の曲率Ｒ２と積層体３の厚さＴとの和（Ｒ２＋Ｔ）と正確に同じでは無い場合、例
えば、図２（ａ）のように、Ｒ１＞Ｒ２＋Ｔの関係が成り立つ場合には、積層体３の各部
材の間２２や、背面負荷材２と積層体３の間２３の、特に周辺の近傍部分に隙間が生じる
。また逆に、図示しないが、Ｒ１＜Ｒ２＋Ｔの関係が成り立つ場合には、背面負荷材２と
積層体３の中央近傍、すなわち、背面負荷材２の上面の凹曲面および加圧板２１の押圧面
の凸曲面の中心軸２４の近傍の部分で隙間が生じる。
【００５３】
　しかし、本実施形態の超音波探触子１では、背面負荷材２が１００℃以下で変形可能な
熱可塑性の材料でできているために、背面負荷材２と積層体３とを熱硬化型の接着剤によ
って接着するために加えられる熱によって、背面負荷材２が、まず変形しやすい状態とな
る。そして、図２（ｂ）に示すように、背面負荷材２と積層体３の少なくともいずれか一
方が加熱されることで、背面負荷材２の温度が上昇して形状変化が生じるようになってい
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る状態で、加圧板２１によって積層体３の上方から所定の力Ａで押圧されたとき、背面負
荷材２の上面は、加圧板２１の下面の凸曲面に倣った形状となった積層体３からその全面
に力Ｂが働いて、背面負荷材２の上面を積層体３の曲率に倣わせて、所定の曲率Ｒ１（＝
Ｒ２＋Ｔ）となるように変形させる。この状態で、背面負荷材２と積層体３とを熱硬化型
接着剤で固定接着することで、背面負荷材２の上面が所定の曲率の曲面に形成される。
【００５４】
　図３（ａ）、図３（ｂ）は、本実施形態の超音波探触子１の製造状態の様子を示す別の
概略断面構成図であり、従来の超音波探触子５１における課題を説明した図１０（ｂ）に
相当する図面である。なお、図２と同様に部材のハッチングは省略し、超音波振動子１１
の形状はその外形のみを示している。
【００５５】
　図３（ａ）に示すように、背面負荷材２の上面凹面形状の中心軸２４と加圧板２１の下
面（押圧面）凸形状の中心軸２４ｂが「ｘ１」だけ図中右側にずれた状態で、上方から押
圧力が積層体３に加わると、図中左側部分の積層体３の端部近傍への押圧力が、中心部分
や図中右側部分への押圧力よりも小さくなって、背面負荷材２と積層体３との間の部分２
５や、積層体３を構成する各部材間、例えば図３（ａ）の第１の整合層１４と第２の整合
層１５との間の部分２６に、接着剤層の厚い部分が生じる。
【００５６】
　しかし、本実施形態の超音波探触子１は、背面負荷材２が熱可塑性の材料で構成されて
いるため、図３（ｂ）に示すように、背面負荷材２の上に積層体３を載置し、背面負荷材
２および積層体３の少なくともいずれか一方を加熱して、熱硬化型接着剤で接着固定する
際に、背面負荷材２に伝わった熱により背面負荷材２が変形可能となる。そして、加圧板
２１の押圧力Ａが、積層体３を介して背面負荷材２上面に分散した押圧力Ｂとして伝わっ
て、背面負荷材２上面の凹曲面の曲率も所望のものとすることができる。この結果として
、本実施形態の超音波探触子１では、図１０（ｂ）として示した従来の超音波探触子５０
に生じたような、電気的接続不良やフォーカス特性の低下、さらには、圧電振動子１１の
破損などを生じることがない。
【００５７】
　以上のように、本実施形態の超音波探触子１は、背面負荷材２が熱可塑性の材料で構成
されている。このため、背面負荷材２単独の状態では、その上面の曲面の曲率が正確に形
成されていなくても、背面負荷材２上に積層体３が載置された状態で、加圧板２１で加熱
・押圧されることで、金属加工により高い曲面精度を得ることができる加圧板２１の凸曲
面形状、さらに、それぞれの部材の厚みを正確に制御できる積層体３の厚さ方向寸法を介
して、背面負荷材２の上面の形状を正確に所定のものとすることができる。そして、結果
として、超音波振動子３の表面の曲面形状も上記の精度に準じて所望のものとすることが
できる。
【００５８】
　このような本実施の形態の超音波探触子１によれば、超音波の走査方向に対し、直交す
る方向に所定曲率を持った超音波振動子３を得ることができ、振動子アレイ間の超音波ビ
ーム形状や焦点位置のばらつきを抑えることができる。
【００５９】
　（実施の形態２）
　次に、実施の形態２として、本発明にかかる他の超音波探触子について説明する。
【００６０】
　実施の形態２にかかる超音波探触子は、背面負荷材の材料がフェライトゴムである点で
、背面負荷材２が熱可塑性の材料で構成されている上記した実施の形態１にかかる超音波
探触子と異なっている。なお、実施の形態２にかかる超音波探触子の、背面負荷材以外の
部材の構成や、形状などは実施の形態１として説明した上記の超音波探触子と同じである
ため、図面を示しての詳細な説明は省略する。
【００６１】
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　実施の形態２にかかる超音波探触子では、背面負荷材が、柔らかなフェライトゴムで形
成されているために、加圧板の下面（押圧面）凸形状と背面負荷材の上面凹面形状が正確
に対応していない場合でも、また、背面負荷材の上面凹面形状の中心軸と、加圧板の下面
（押圧面）凸形状の中心軸とが一致していない状態であっても、背面負荷材の上面の形状
が、加圧板の下面の凸形状に倣った形状となりやすい。したがって、上記した実施の形態
１における超音波探触子と同様に、高い寸法精度を有することができる加圧板の下面（押
圧面）凸形状の曲率半径、同じく高い精度で制御できる積層体の厚み寸法から、背面負荷
材の上面に形成される凹面形状を所望の曲率を有したものとすることができる。
【００６２】
　このため、実施の形態２に示した超音波探触子も、超音波振動子の表面の曲率半径を所
望のものとすることができ、振動子アレイ間の超音波ビーム形状や焦点位置のばらつきを
抑えることができる。
【００６３】
　なお、本実施形態の超音波探触子の圧電振動子は、厚さ方向に平行な複数の切り欠き溝
が形成されている。このため、圧電振動子を含む積層体を、背面負荷材の上面に載置して
固着する際に、圧電振動子の切り欠き溝内に浸透した接着剤が固着され、圧電振動子の表
面が所望の曲面状態を保ったまま硬化させることができる。このため、実施の形態１で用
いた熱硬化性の材料とは異なり、本実施の形態にかかる超音波探触子の背面負荷材は、接
着剤の加熱・硬化後も軟性を有しているフェライトゴムを用いているが、積層体と積層固
着された状態の超音波探触子は、実使用時に変形などが生じない実用的な強度を得ること
ができる。
【００６４】
　（実施の形態３）
　次に、本発明の超音波探触子の第３の実施形態について、図面を用いて説明する。
【００６５】
　図４は、本発明の第３の実施形態にかかる超音波探触子の構成を示す概略断面図である
。また、図５は、本発明の第３の実施形態にかかる超音波探触子の理解を容易にするため
の比較例としての構成を示す概略断面図である。
【００６６】
　図４に示すように、第３の実施形態にかかる超音波探触子１００は、上記図１を用いて
説明した第１の実施形態の超音波探触子１や第２の実施形態の超音波探触子と比較して、
積層体３を形成する圧電振動子３０が超音波ビームの走査方向であるその湾曲方向、すな
わち図４の左右方向に幅広く形成されている。例えば、図４に示す本実施形態にかかる超
音波探触子１００では、圧電振動子３０の幅は、第２のフレキシブルケーブル１３を介し
て積層される、第１の調整層１４および第２の調整層１５の幅とほぼ同じ幅となっている
。
【００６７】
　また、本実施形態の超音波探触子１００の圧電振動子３０では、その表面側で第２のフ
レキシブルケーブル１３と接続される接地電極層１７が、圧電振動子３０の表面の中央部
分にのみ形成されていて、その両端部分には形成されていない。この結果、本実施形態の
超音波探触子１００の圧電振動子３０は、その表面の幅Ｚに対して、中央部分の幅Ｙの部
分のみが実際に超音波振動子として機能する有効開口領域となり、圧電振動子３０の表面
の周辺部分は、第２のフレキシブルケーブル１３と接続されていないために超音波振動子
として機能する有効開口領域とは逆に超音波振動子として機能しないという意味で「無効
」な、無効領域２７となっている。なお、図４に示す本実施形態の超音波探触子１００は
、圧電振動子３０の幅が広いことと、圧電振動子３０の表面側の接地電極層１７が形成さ
れていない無効領域２７を有している点以外は、図１に示す第１の実施形態の超音波探触
子１と同じである。このため、図１に示す、第１の実施形態にかかる超音波探触子１と同
一の構成の部分には同一の符号を付与し、その詳細の説明は省略する。また、図４、およ
び図５においても、図２、図３と同様に各部材のハッチングは省略する。
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【００６８】
　本実施形態の超音波探触子１００において、圧電振動子３０の表面に対して、接地電極
層１７の形成領域を狭くするためには、圧電振動子３０に接地電極層１７を金スパッタで
形成する際に、無効領域２７とする部分にマスキングを施すなどの方法、また、後述する
ように、圧電振動子３０の表面の所定部分を、ダイシングブレードによって削り取るなど
の方法を用いることで、所定の領域を無効領域２７として容易に形成することができる。
【００６９】
　このように、本実施形態の超音波探触子は、圧電振動子１１の表面の周辺部分を無効領
域２７としているが、このようにすることの作用効果を、図５に示した比較例１００ｂと
対比して説明する。
【００７０】
　図５に示す比較例の超音波探触子１００ｂでは、図４に示した第３の実施形態の超音波
探触子１００と異なり、積層体３を形成する圧電振動子３０ｂの幅が、第２のフレキシブ
ルケーブル１３を介して積層される第１の調整層１４、および、第２の調整層の幅よりも
狭くなっている。また、図５に示す比較例１００ｂでは、超音波探触子１００ｂの圧電振
動子３０ｂの表面全面に第２の電極層である接地電極層１７が形成されていて、全ての領
域が有効開口領域となり、図４に示した第３の実施形態の超音波探触子１００のような無
効領域２７を有していない。
【００７１】
　このような、図５に示す比較例の場合には、超音波探触子の製造過程において積層体３
が背面負荷材２の側面に沿って図５における図中下側方向に折り曲げられた際に、積層体
３を形成する音響整合層１４、１５の表面の曲面が、所定の曲率とならない場合がある。
【００７２】
　本発明にかかる超音波探触子１では、第１の実施形態として示したように、背面負荷材
２が熱可塑性の材料で形成されていたり、第２の実施形態として示したように、背面負荷
材２がフェライトゴムで形成されていたりする。このため、積層体３のシグナルリード薄
板やグランドリード薄板として機能する第１のフレキシブルケーブル１２と第２のフレキ
シブルケーブル１３の側端部を、背面負荷材２の側面に沿って折り曲げてその両端を図示
しない信号用電気端子に接続する際に、第１のフレキシブルケーブル１２と第２のフレキ
シブルケーブル１３とに、図４、および、図５に矢印Ｃとして示した張力が、図中下側に
向かって印加される。このとき、背面負荷材２の肩の部分２８、すなわち、上面の曲面部
分と側壁部分との境界部分が変形して、図４、および、図５に示されるような「だれ」が
生じる。
【００７３】
　そして、この背面負荷材２の変形（「だれ」）に伴って、第１フレキシブルケーブル１
２、圧電振動子１１、第２フレキシブルケーブル１３、第１の整合層１４、第２の整合層
１５が順次積層配置された積層体３の端部も変形してしまう。その結果、超音波ビームの
送受信を行う最表面に位置する音響整合層、特に、本実施形態の場合は第２の整合層１５
の表面２９の曲率が、その周辺領域３１で所定の曲率Ｒ３を保てなくなってしまう。
【００７４】
　この場合において、図４に示す本実施形態の超音波探触子１００では、圧電振動子３０
の幅が超音波整合層１４、１５と同じ幅を有し、かつ、圧電振動子３０の表面の周辺部分
に無効領域２７が形成されているため、圧電振動子３０の中央部分の有効開口領域では、
その最表面の音響整合層１４、１５の表面２９の曲率は正確に所定の曲率Ｒ３を描いてい
る。これに対し、図５に示す比較例の超音波探触子１００ｂでは、圧電振動子３０ｂの幅
が音響整合層１４、１５の幅よりも狭く、かつ、圧電振動子３０ｂの表面の全てが有効開
口領域となっているため、有効開口領域の端部近傍の部分３１では音響整合層１４、１５
の形状が変形して、その部分３１において音響整合層１４、１５の表面２９の曲率が所定
の曲率Ｒ３を描いていない。
【００７５】
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　図６は、図４に示した第３の実施形態にかかる超音波探触子の、最表面の音響整合層、
すなわち第２の整合層１５の表面の形状を示すイメージ図である。
【００７６】
　図６（ａ）は、第２の整合層１５の表面の高さｈと水平方向距離ｘとの関係を示したも
のであり、図６（ｂ）は、第２の整合層１５の表面の曲率半径ｒと水平距離ｘとの関係を
示している。
【００７７】
　図６（ａ）、図６（ｂ）に示すように、本実施形態の超音波探触子１００の第２の整合
層１５の表面は、圧電振動子３０の表面に対応する全ての領域Ｚのうち、有効領域Ｙを外
れた無効領域２７に相当する表面２９の周辺部分３１で水平距離ｘに関する高さｈの変化
の度合いが乱れ、水平距離ｘに対する曲率半径ｒの値も有効領域Ｙの両側の周辺領域３１
で乱れている。しかし、有効領域Ｙの部分においては、水平距離ｘの変化に応じて一定の
曲率ｒを保っていることが分かる。
【００７８】
　なお、上記第３の実施の形態では、圧電振動子３０の幅Ｚに対する有効領域の幅Ｙを狭
くするために、圧電振動子３０の表面側に形成される第２の電極層１７の形成領域を狭く
したが、本発明はこれに限らず、圧電振動子３０の裏面側、すなわち背面負荷材２側の第
１の電極層１６の形成領域を狭くすることによっても、圧電振動子３０の幅Ｚに対する有
効領域Ｙの幅を狭くすることができる。
【００７９】
　このように、本実施形態の超音波探触子１００は、圧電振動子３０に超音波の送受信に
寄与しない無効領域２７を設けることで、背面負荷材２に熱可塑性の樹脂や軟質のフェラ
イトゴムを使用することによって生じる、圧電振動子３０の表面における凹面の曲率形状
の精度の低下を抑えることができ、アレイ間の超音波ビーム形状や焦点位置のばらつきを
抑えることができる。
【００８０】
　（第４の実施形態）
　次に、本発明の超音波探触子の製造方法を、本発明の第４の実施の形態として説明する
。
【００８１】
　図７、図８は、本実施形態の超音波探触子の製造方法のそれぞれの課程を示す概略断面
構成図である。
【００８２】
　まず、図７（ａ）に示すように、圧電振動子１１の両面に、金スパッタにより第１の電
極層１６と第２の電極層１７とを形成する。本実施形態では、第１の電極層１７が正電極
層となり、第２の電極層１７が接地電極層となっている。
【００８３】
　次に、図７（ｂ）に示すように、例えばシリコン製のゴムシートから成るポリイミド基
材に対して粘着性を有するフレキシブルケーブル固定用治具３２の上に載置された第１の
フレキシブルケーブル１２の上に、圧電振動子１１を積層する。ここで、第１のフレキシ
ブルケーブル１２は、電極パターン１２ａを上側として、圧電振動子１１の第１の電極層
１６と電極パターン１２ａとが向かい合うように配置する。
【００８４】
　第１のフレキシブルケーブル１２と圧電振動子１１とは、あらかじめ塗布してあった図
示しない熱硬化型接着剤を、高圧力（一例として、４０ｇ／ｍｍ2）下で加熱して圧接、
固着する。例えば、熱硬化型接着剤として、米国エポキシ・テクノロジー社の２液性エポ
キシ系接着剤３５３ＮＤ（商品名）を用いた場合には、標準硬化温度・時間は６０℃・９
０分である。
【００８５】
　なお、本実施形態では、フレキシブルケーブル固定用治具３２と第１のフレキシブルケ
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ーブル１２とを直接積層する方法について説明したが、例えば、フレキシブルケーブル固
定用治具３２と第１のフレキシブルケーブル１２との間に、背面負荷材２と同じ材質から
なるプレートを介在させて、熱硬化型接着剤を介して、このプレートと第１のフレキシブ
ルケーブル１２のベース部１２ｂとを圧接、固着することによって、プレートを積層体３
のキャリアとして使用し、そのままプレートを積層体３ごと背面負荷材２の上面に積載固
着するという方法も採用することができる。
【００８６】
　次に、圧電振動子１１に、その厚さ方向に平行な切り欠き１８を形成する。具体的には
、図９（ａ）に示すように、ダイシングブレード３３を、圧電振動子１１の長手方向の一
方の端部から他方の端部まで、例えば所定のピッチ０．１～０．５ｍｍで矢印３４の方向
にダイシングして、圧電振動子柱列を作る。なお、この時の切り欠き溝１８の幅は、約１
０μｍから１００μｍである。
【００８７】
　ダイシングブレード３３によって、圧電振動子１１をダイシングする際には、圧電振動
子１１の第１の電極層１６、または、第１のフレキシブルケーブル１２の電極パターン１
２ａまでは切り込まずに、少なくとも第１のフレキシブルケーブル１２、または、第１の
フレキシブルケーブル１２と第１の電極層１６とは、分割せずに残しておく。
【００８８】
　次に、図７（ｄ）に示すように、形成された切り欠き溝１８に熱硬化型接着剤１９を流
し込む。
【００８９】
　なお、上記第３の実施形態に示したように、圧電振動子１１の表面の端部近傍を無効領
域２７とする場合には、圧電振動子１１の図７（ｄ）中の左右両端部から所定範囲（無効
領域２７の範囲）にわたって、ダイシングブレード３３の切り込む高さを、電極層２７を
切削除去する高さ３５に設定し、狭ピッチ（例えば、幅１０～１００μｍのダイシングブ
レードを使用した場合は、１０μｍピッチなど）で矢印３４の方向に移動させると、圧電
振動子１１表面の第２の電極層１８を、有効開口領域部分を残して無効領域２７部分のみ
切削することが可能となる。
【００９０】
　次に、図８（ａ）に示すように、圧電振動子１１の第２の電極層１７上に、第２のフレ
キシブルケーブル１３を積層配置する。このとき、第２のフレキシブルケーブル１３は、
電極パターン１３ａを圧電振動子１１の第２の電極層１７の側へ対向させ、第２のフレキ
シブルケーブル１３の電極パターン１３ａと、圧電振動子１１の第２の電極層１７とが接
続されるようにする。
【００９１】
　次に、第２のフレキシブルケーブル１３上に、図示しない熱硬化型接着剤を塗布し、そ
の上に第１の整合層１４を載置する。また、第１の整合層１４の上に、さらに図示しない
熱硬化型接着剤を介して、第２の整合層１５を積層載置する。
【００９２】
　このようにすることで、第１のフレキシブルケーブル１２、圧電振動子１１、第２のフ
レキシブルケーブル１３、第１の整合層１４、第２の整合層１５が順次された積層体３が
形成される。なお、この積層体３は、図８（ｂ）に示すように、フレキシブルケーブル固
定用治具３２の上に載置されている状態となっている。このとき、積層体３は、図８（ｂ
）に示すように、平面状となっている。
【００９３】
　次に、図示しない加圧装置等の上に背面負荷材２を載置し、背面負荷材２の上面の凹面
部に熱硬化型接着剤３７を塗布する。この、背面負荷材２の上に、フレキシブルケーブル
固定用治具３２から取り外された積層体３を載置する。このとき、図８（ｃ）に示すよう
に、第１のフレキシブルケーブル１２のベース部１２ｂを、背面負荷材２側とする。
【００９４】
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　なお、前記したように、フレキシブルケーブル固定用治具３２と第１のフレキシブルケ
ーブル１２との間に、背面負荷材２と同じ材料のプレートを備えている場合には、積層体
３とプレートとを、背面負荷材２の上に載置することになる。
【００９５】
　続いて、図示しない加圧装置に設けられている、上下動作自在な加圧板２１によって、
積層体３を上方から押下する。
【００９６】
　加圧板２１の下面（押圧面）の形状は、所定の曲率Ｒである凸形状を有する略蒲鉾形状
を呈していて、積層体３は、均一な所定圧力Ａ（例えば４０ｇ／ｍｍ2、図７（ｂ）で示
した工程と同じ圧力）で上方から押下される。そして、加圧板２１が積層体３を押下して
いる状態で、熱硬化型接着剤の硬化を行う。具体的には、加圧板２１による押圧状態を維
持したまま、熱硬化炉等に投入し、熱可塑性の材料が軟化する温度で所定時間（例えば、
熱硬化型接着剤として、米国エポキシ・テクノロジー社の２液性エポキシ系接着剤３５３
ＮＤ（商品名）を使用した場合は、９０度で６０分程度）の硬化処理を行う。
【００９７】
　この時、例えば第１の実施形態で説明したように、背面負荷材２が熱可塑性の材料でで
きている場合には、加圧板２１の押圧面に対応した凹形状に変形する。このため、圧電振
動子１１の破損や、積層体３の各部材間に介在する図示しない接着層の厚さのばらつきに
よる、電気的接続不良や音響性能のばらつきを抑えることができる。
【００９８】
　熱硬化型接着剤が硬化したのち、加圧板２１による押圧を解放すれば、圧電振動子１１
や、第１の整合層１４、第２の整合層の表面が所定の曲率の湾曲面を有する積層体３が、
背面負荷材２の上に固着形成された状態となる。
【００９９】
　また、第２の実施形態で示した場合のように、背面負荷材２が軟性のフェライトゴムで
できている場合には、加圧板２１で押圧された状態で、圧電振動子１１の接着剤を硬化す
ることで、圧電振動子１１が所定の湾曲形状を保ったまま、所定の強度となる。
【０１００】
　最後に、第２のフレキシブルケーブル１３側より所定のピッチでダイシングを行い、圧
電振動子１１を電気的に独立した複数のアレイ３８に分割する。なお、この時の切込み溝
の幅ｐは、約１０μｍ～１００μｍである。
【０１０１】
　その後、第１のフレキシブルケーブル１２と、第２のフレキシブルケーブル１３の両側
端部を、背面負荷材２の側面に沿うように折り曲げることで、図９に示す形状の超音波探
触子１を得ることができる。
【０１０２】
　以上、図７から図９を用いて説明したとおり、本実施形態の超音波探触子の製造方法に
よれば、略蒲鉾形状を呈した加圧板２１のあらかじめ設定された凸形状の曲率Ｒに応じて
積層体３を湾曲させることによって、圧電振動子１１で送受信が行われる超音波ビームを
、振動素子の配列方向と直交する方向において集束させることが可能となり、音響レンズ
を用いることなく超音波ビームのフォーカスを行うことができる。
【０１０３】
　また、本実施形態の製造方法によれば、所定の曲率Ｒである凸形状の押圧面を有する加
圧板２１により圧力を加え、積層体３を所定の曲率である凹形状に押圧変形し、相互の部
材が密着した状態で各部材間に介在する接着剤の加熱硬化が行われる。このとき、熱可塑
性の背面負荷材２を用いている場合には、接着剤を硬化させるための熱によって、背面負
荷材２が加圧板２１の押圧面に対応した凹形状に変形するので、圧電振動子１１の破損を
効果的に防止し、積層体３の各部材間に介在する接着層の厚さばらつきによる電気的接続
不良や音響性能のばらつきを抑えることができる。
【０１０４】
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　さらに、加圧板２１の下面（押圧面）凸形状の半径寸法を高精度に加工することで、背
面負荷材２の上面凹面の形状として高い精度を必要としない。また、背面負荷材２上面の
凹形状との中心軸と、加圧板２１の下面（押圧面）凸形状の中心軸とを高精度に合致させ
る必要もない。このため、超音波探触子の製造が容易、かつ、低コストのものとなる。
【０１０５】
　さらにまた、加圧板の下面（押圧面）凸形状に応じて容易に超音波ビームの方向を決定
することが可能になり、ビーム特性の改善が容易になる。
【０１０６】
　以上、本発明の超音波探触子とその製造方法について、全ての実施形態において、背面
負荷材の上面を凹面形状とした場合を例にとって説明してきた。しかし、本発明の超音波
探触子、および、その製造方法は、これに限られるものではなく、必要に応じて背面負荷
材の上面を凸面形状としてもよい。
【０１０７】
　また、上記各実施形態の説明では、圧電振動子が直線状に並んだリニア型の超音波探触
子について説明を行ったが、その他のコンベックス型や、マトリックスアレイ型の超音波
探触子についても、同様に本発明を実施することが可能である。
【０１０８】
　また、上記各実施形態では、圧電振動子を湾曲させるために圧電振動子の厚さよりも小
さい深さの複数の切り欠き溝を形成する例について説明したが、この切り欠き溝で圧電振
動子を完全に分断する形態、すなわち、切り欠き溝が圧電振動子の厚さと同じ深さであり
、個々の振動子が完全に分離する形態であっても、本発明を同様に適用することで、高精
度な曲面形状を有する超音波探触子を、低コストで実現することができる。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明は、超音波を被検者の体内に放射し、各体内組織の境界で反射する超音波から体
内の画像を表示することのできる超音波診断装置に接続される超音波探触子において、高
い精度での湾曲形状を有する圧電振動子を含む超音波探触子、および、その製造方法とし
て利用可能である。
【符号の説明】
【０１１０】
　１　　　超音波探触子
　２　　　背面負荷材
　３　　　積層体
　１１　　圧電振動子
　１２　　第１のフレキシブルケーブル
　１３　　第２のフレキシブルケーブル
　１４　　第１の整合層（音響整合層）
　１５　　第２の整合層（音響整合層）
　１６　　第１の電極層
　１７　　第２の電極層
　１８　　切り欠き溝
　１９　　熱硬化型接着剤
　２１　　加圧板
　２７　　無効領域
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